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消滅時効の起算点・停止に関する基礎的考察
－フランス法における『訴えることのできない者に対して
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近時，自動継続定期預金の払戻請求権の消滅時効の成否が最高裁で争われた
（最判平19・４・24民集61・３・1073）。そこでは，払戻請求権の消滅時効の
起算点が主たる論点となった。最高裁は，「預金者による解約の申入れがされ
たことなどにより，それ以降自動継続の取扱いがされることのなくなった満期
日が到来した時」とした。この判決によって，消滅時効の起算点確定法理に関
して改めて注目が集まったように思われる。         
わが国の学説では，消滅時効の起算点の解釈をめぐって，法律上の障害説と
現実的期待可能性説の対立がある。法律上の障害説は，債権を行使することに
ついて法律上の障害がなくなったときから消滅時効の進行が開始するという1。
現実的期待可能性説は，わが国の民法典第166条１項の趣旨が，訴えることの
できない時から時効が進行するものでないという消極的な意味のものであった
と考え，同条１項の「権利を行使することができる時」を「権利を行使するこ
とを期待ないし要求することができる時期」と解すべきであるとする2。
わが国の民法典第166条１項は時効の起算点を定めているが，これは「時効
の停止」に関するボワソナード民法草案第1461条・旧民法第125条を元に作成
されたものである。フランス法の影響の下，ボワソナード民法草案の定める
「時効の停止」は，時効の進行を一時的に止めるものとされ，「時効の停止」に
は，(a)時効の進行を開始させないものと，(b)いったん進行開始された時効の
進行が休止させるものがあった。ボワソナードは，全ての時効の停止の根拠
を，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない（Contra non
valentem agere non currit praescriptio）」に求めていた3。
わが国の民法典の立法担当者である梅謙次郎は，「時効の停止」のうち (a)に
あたる規定は時効の起算点に関する規定であると考えた。それゆえ，ボワソナ
ードの (a)に関連する規定を「時効の起算点」に関する民法典第166条１項へ
と移動させた。ただ，これは形式的なものであり，実際のところ少しも変わる
ものではないと説明されている4。つまり，梅もまた，時効の起算点・停止の
根拠を法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」に求めてい
るものといえよう。
以上，消滅時効の起算点・停止の規定の沿革からすれば，わが国の時効の起
算点・停止の規定の趣旨は法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」であるといえよう。そこで，わが国における時効の起算点・停止の解
釈の前提作業として，フランスにおいて法諺「訴えることのできない者に対し
て時効は進行しない」がどのような意味で用いられているのかを明らかにする         
必要があるだろう。特に，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」は，フランス民法典制定前に誕生したものであるから，フランス民法
典制定前の学説に対する検討が必要となろう。また，フランス民法典制定後に
おいても，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」がどの
ような意味で用いられてきたのかを検討しなければならないだろう。そして，
現在，フランスの時効法改正が進んでいるが，その中で法諺「訴えることので
きない者に対して時効は進行しない」がどのようなものとして理解されている
のかを明らかにしたい。
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は，既に，森田
宏樹5や金山直樹6によってその概略が紹介されている。ただ，森田論文は裁
判外紛争手続による時効の停止・中断の是非を検討すること，金山論文はフラ
ンス民法典制定後の時効制度全体の展開を検討することを主眼としたものであ
った。本稿の意義は，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな
い」を中心に検討するものであること，近時の時効法改正における展開も検討
することにあるものと考える。
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消滅時効の起算点に関するわが国の学説には，時効の存在理由と消滅時効の
起算点確定法理を関連づけて考える傾向があるように思われる。梅は，権利者
が権利行使を怠ったことによって時効の効果が生ずるという。それゆえ，権利
行使ができない状況にあった者を権利行使を怠った者ということができないの
で，時効は進行しない。そのことを示すのが，法諺「訴えることのできない者
に対して時効は進行しない」であるとする7。また，法律上の障害説は，債権
を行使することについて法律上の障害がなくなったときから消滅時効の進行が
開始するとしているが，それは「権利を余りに長く永続せしめないことこそま
さに消滅時効制度の趣旨」だからであると説明する8。         
時効の起算点・停止と時効の存在理由を関連づけるわが国の解釈は，比較法
的に見て妥当であろうか。そもそも，時効の起算点・停止や法諺「訴えること
のできない者に対して時効は進行しない」を，時効の存在理由と関連づけて理
解する見解は，フランスにおいていつ確立したのであろうか。法諺「訴えるこ
とのできない者に対して時効は進行しない」の沿革をたどることで，この点を
明らかにする必要がある。また，現代のフランス判例・学説においてそのよう
な理解がなされているのかも明らかにしなければならない。
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本稿では，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」に関
するフランス法の展開をたどりつつ，法諺「訴えることのできない者に対して
時効は進行しない」がフランス法においてどのようなものと理解されているの
か，そして時効の存在理由との関係においてどのように理解されているのかを
明らかにしたい。
そこでまず，フランス民法典制定に至るまでの学説，フランス民法典立法担
当者の見解を明らかにする（第２章）。次に，フランス判例において，時効の
停止以外の理由による時効の進行の一時休止が問題となった事件を検討する
（第３章）。さらに，フランス学説の変遷を検討した（第４章）後に，現在進行
中のフランス時効法改正案における時効の起算点・停止規定について検討を加
える（第５章）。
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フランス民法典において，消滅時効の完成に要する期間（以下では，「ᤨല
ᦼ㑆」という）は，債権につき，原則として，30年（第2262条）とされてい
る。診療報酬債権などの特殊な債権は，30年よりも短い時効期間（第2271条         
から第2273条（医師の診療報酬債権など）：６ヶ月から５年）が定められている。
以下では，30年よりも短期の時効期間で完成する消滅時効のことを「⍴ᦼᶖ
Ṍᤨല」という。
民法典の定める消滅時効の時効期間に関して，いくつかの改正が行われてい
る。その中で重要なものとしては，無効訴権の消滅時効に関するものと不法行
為に基づく民事責任訴権に関するものがある。
まず，1968年１月３日の法律で新設された第1304条は，錯誤・詐欺・強迫・
制限行為能力者を理由とした無効訴権の時効期間を５年とした。この時効の起
算点は，無効訴権の発生時ではない。すなわち，強迫の場合，それが止んだ日，
錯誤・詐欺の場合，無効を主張すべき者がそれを発見した日，未成年者の場合，
成年または未成年解放の日，保護される成年者の場合，改めて有効にその行為
が可能な状態になった上で，その行為を知った日が，無効訴権の消滅時効の起
算点である。
次に，1985年７月５日の法律で新設された第2270－１条は，不法行為に基
づく民事責任訴権の消滅時効の時効期間を10年とした。この時効の起算点は，
不法行為時ではなく，「損害が明らか（manifestation）9になった時またはそれ
が深刻化した時」である10。
なお，後の判例の検討で見るように，特別法において，多くの短期消滅時効
が定められている。例えば，商人間の債権の時効期間は10年（商法典L110-４条）
であり，保険に関する債権の時効期間は２年である（保険法典L114-１条）。
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フランスにおいて，時効の停止とは時効の進行を一時的に止める事由として
観念され，①一度進行を開始した時効が進行を休止する場合と②そもそも時効
が進行し始めない場合とがある。①は，停止事由の存在する期間における時効
の進行が休止する点に特徴がある。②は，わが国における時効の起算点に相当
する問題を扱うものである11。          
民法典第2251条から2259条は時効の停止について定める。ここで重要なの
は，時効の停止事由が限定列挙であるということである12。すなわち，「時効
は，法律が定める何らかの例外にあたる場合を除いて
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，すべての者に対して進
行する」（第2251条13）。法律が定める時効の停止事由としては，権利者が未
成年者であること（第2252条14），権利者が婚姻中の女性であること（第2253
条15），権利に条件または期限が設定されていること（第2257条16）等がある。
しかし，不可抗力は，フランス民法典上，停止事由とされていない。
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フランス民法典制定以前の学説において，今日の意味における時効の停止概
念が明確に確立していたとは言い難い。しかしながら，時効中断事由以外でも，
一定の事由がある場合に，時効の進行が認められないことや，一度完成した時
効から権利者が救済されることを認めていた。これらの事由のうち，ここでは
次の６つに着目したい。それは，権利者が①婚姻中の女性であった場合，②未
成年者であった場合，③条件・期限付の権利を有していた場合，④時効完成時
に住所地に不在であった場合，⑤権利の発生を知らなかった場合，⑥不可抗力
のために訴えを提起するのが困難であった場合である。６つの事由のうち，①
②③はフランス民法典上時効の停止事由とされたが，④⑤⑥はそうならなかっ
た。④⑤⑥の場合に対するフランス民法典制定前の学説を明らかにすることは，
フランス民法典の構造を理解する上で重要であろう。そこで，６つの事由が存
在する場合におけるフランス民法典制定前の高等法院判決がいかなるものであ
ったかを明らかにした上で，フランス民法典制定以前の学説の検討を行う。フ
ランス民法典制定前の学説の中でも，特にフランス民法典制定に影響を与えた
といわれるドマとポティエの見解，そして時効規定に影響を与えたといわれ
る17デュノーの見解に着目して検討を行うことする。         
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ここでは，主にクレモン18とゴンダール19の博士論文に依拠して，民法典制
定前の高等法院判決を見ることとする。
（一）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の登場以前
の状況
14世紀以降，高等法院は，法諺「訴えることのできない者に対して時効は
進行しない」を次第に用いるようになったといわれる20。また，それ以前に，「時
効の停止」という観念はそもそも存在しなかった。ただ，ローマ法においては，
時効の中断以外でも，次の法理に基づいて権利者を保護していた21。
まず，占有の客体が譲渡不可能であることを理由に取得時効の完成が否定さ
れていた。例えば，占有者の占有している土地が未成年者の財産であった場合，
未成年者の財産は譲渡不可能なので取得時効は完成しない。
次に，時効が完成した場合でも，法務官によって創設された権利保護手段で
ある原状回復手続（in integrum restitutio）に基づく事後的救済が認められた。
例えば，占有者によって占有されている土地の所有者が不在の期間中に時効が
完成したとしても，所有者は原状回復手続に基づいて占有者に対して所有物返
還の訴えを提起できる22。
（二）６つの事由と時効の進行・完成
①婚姻中の女性
慣習法地域における夫婦財産制は動産・後得財産共通性であった。すなわ
ち，婚姻前から有する夫婦それぞれの不動産と婚姻中に無償で取得した不動
産を夫婦それぞれの固有財産とし，それ以外の財産を共通財産とする。夫は，
夫の固有財産の管理・処分権，共通財産の管理処分権及び妻の固有財産の管
理権を有する23。妻の同意を得ることなく，夫が妻の固有財産または共通財
産を第三者に対して譲渡し，第三者が占有を継続した場合に取得時効が完成
するのかが，高等法院で問題となった。これに対する高等法院の判決は様々で         
あった24。ただ，パリ高等法院は，夫によって処分された財産が共通財産の
場合，夫から共通財産を取得した者に対して時効は進行しないとし，いくつ
かの慣習法も同様の解決を認めた25。ゴンダールは，この解決が法諺「訴え
ることのできない者に対して時効は進行しない」に基づくものであるという。
それは，その財産の取得者に対して妻が時効中断のために訴えを提起すると，
夫が売主として担保責任を負うことになるのだから，妻が取得者に対して時
効中断のために訴え提起をすることは，妻にとって精神的に不可能だからで
ある26。
成文法地域においては，夫婦財産制として嫁資財産制が採用されていた。
そこでは，嫁資財産を占有する者における取得時効の成否が問題とされ，嫁
資財産の譲渡可能性の有無に基づいて，時効の成否が決定された27。
②未成年者
未成年者の財産に対する時効の成否は，時効の法源によって異なる28。約
定で定められた時効・慣習法で定められた時効は未成年者に対しても進行す
る29。ただし，後見人に対して損害賠償を追求できない場合に限って，原状
回復手続が認められたとされる30。
③条件・期限が設定されている権利
高等法院では，慣習法地域において誕生し，成文法地域においても承認さ
れた「時効中断訴権」と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」の関係が問題になった。
時効中断訴権とは，抵当権の設定された不動産を所有者から取得した者に
対して，条件・期限付の被担保債権の債権者が債務の承認を求めるための訴
権である。この者は時効中断訴権に基づいて時効中断のための訴え
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であるから，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
が適用できない。          
そこで，高等法院は，期限到来・条件成就時に初めて現実の給付の訴え
のための訴権が発生することに着目して，条件・期限の設定された債権に
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㫇㫉㪸㪼㫊㪺㫉㫀㪹㫀㫋㫌㫉䋩」を適用し，その期限到来・条件成就時まで時効が進行しな
いとした31。
④不在
債権者の不在は時効の中断事由にあたらないので，時効が完成する。ただ，
ローマ法上，権利者には原状回復手続が認められており32，パリ高等法院も
正当な理由による債権者不在の場合に原状回復手続を認めていた33。
⑤不知
債権者が債権の発生を知らない場合でも，債権者が不在の場合と同様に，
原状回復手続が認められるとする高等法院もあった34。しかし，多くの高等
法院は，債権の発生を知らない債権者に対する原状回復手続を認めなかった
とされる35。
⑥不可抗力
戦争やペスト等による不可抗力のために訴え提起ができない場合，ロー
マ法では原状回復手続が認められたとされる。しかし，フランスにおいて，
不可抗力は時効の進行に関する問題として位置づけられた。ブルゴーニュ
高等法院は，戦争やペストの期間における時効の進行を認め，「不可抗力に
よって，時効の進行が休止するには，それを明示した法令が必要である」
とした36。その後，不可抗力によって時効の進行を休止することを明示した
法令がない場合でも，時効の進行が休止することを認めた判例が現れた。す
なわち，トゥールーズ高等法院は，住所地から離れざるを得ない程度の伝染
病の発生している間，または戦争の間，時効が完成しないとした37。         
（三）小括
フランス民法典制定前の高等法院は，①の場合に法諺「訴えることのできな
い者に対して時効は進行しない」に基づく解決を行っていた。しかし，②④⑤
の場合には原状回復手続による救済が問題とされ，③の場合には，「発生して
いない訴権は時効にかからない」が適用された。つまり，フランス民法典制定
前の実務において，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
とそれによる時効の進行休止は，権利者を保護するための法理のうちの一つに
すぎず，いまだ確固たる地位を築いていたとはいえなかった。
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ここでは，各学説の時効観を明らかにするため，まず（ア）時効の存在理由
を一瞥した後，（イ）時効期間の意義について明らかにする。そして，各学説
が（ウ）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」をどのよ
うなものと理解しているのか，（エ）原状回復手続を認めているのかを明らか
にした後，三つの学説を総合的に検討することとする。
（一）　ドマ
（ア）時効の存在理由
ドマによれば，時効の存在理由は推定に求められる（時効の存在理由を推
定に求める見解のことを，以下では「ផቯ⺑」という）。すなわち，(a)占有は，
通常，所有権と結びつくものであるから，所有者が占有しているはずだから，
占有者は何らかの正当な権原によって権利を得ているという推定と，(b)長
期間，債務の履行を請求しない者は既に債務が弁済された，または債務の不
存在を承認した者であるという推定である。時効制度はこのような推定に基
づくがゆえに，正義（justice）かつ衡平（équité）に適う。
なお，ドマは，権利者が権利を回復するのに十分な期間をあたえる一方で，
所有権が永久に不安定にとどまることのないように，時効は占有者の安寧と         
いう公益のために利用され得る（時効の存在理由を公益に求める見解のこと
を以下では「౏⋉⺑」という）とも述べる。つまり，無権利者が時効の利益
を受けることを容認している39。この場合，権利行使を長期間にわたって怠
った者は，その懈怠ゆえに権利の喪失という責めを負わねばならない40（時
効の存在理由を権利者が権利行使を怠ったことに求める見解のことを，以下
では「ᙤᕃ⟏⺑」という）
ドマは，取得時効と消滅時効を権利得喪方法として理解する。すなわち，
長期間の占有が占有者に所有権を与え，元の所有者が所有権を失い，債権を
行使しない期間が長期間継続することによって債権者は債権を失い，債務者
は債務から解放されるのである41。
（イ）時効期間の意味
ドマは，無権利者や弁済をしていない債務者が時効の利益を享受する余地
を認めるが，そのためには，権利を回復するために十分な期間を権利者に対
して付与する必要があると考えていた。すなわち，時効期間は，権利者に権
利を回復する機会を与えることを趣旨とする42。権利行使のための十分な期
間が与えられているにもかかわらず，権利行使を怠る者は，その懈怠ゆえに
権利の喪失という責めを負うのである43。ただ，時効期間は自然法上のもの
でなく人為法上のものであるため，多様な時効期間が認められる44。
（ウ）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
ドマは時効の停止の概念を知らない。ただ，時効の効果を喪失させる事由
が認められていた。すなわち，「時効の主張を受ける者の性質（qualité）」，「時
効の対象となる物の性質」による時効の効果の喪失である。
①嫁資財産③条件・期限の設定された債権は，「時効の対象となる物の性
質」上，時効の効果が失われる。ドマは，①嫁資財産について，時効の効果
が失われる根拠を，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな         
い」に求める45。他方，③条件・期限の設定された債権について，債権者は
条件の成就まで権利を行使できないので，即時の履行が可能（exigible）に
なる時点，すなわち条件成就の時から，時効の進行が開始するという46。
権利者が②未成年者の場合，また④時効完成時に不在であった場合，権利
者は法律上財産を管理する能力を欠いており，権利を回復しえない状況にあ
る。彼らは，時効期間という権利者に権利を回復する機会を利用できないの
であるから47，「時効の主張を受ける者の性質」上，時効の効果が失われる。
（エ）原状回復手続
不在期間中に開始した相続または効力の発生した遺言によって権利を得た
ことを知らなかった者や，時効完成前の数年間だけ権利者が不在にしていた
者の権利に対して時効が完成した場合，所有者や債権者には原状回復手続に
よる救済が認められる48。ただ，原状回復手続による救済は，権利者に原状
回復手続を認めることが衡平に適う場合にのみ認められる。例えば，権利者
が不在の場合，権利者が不在から利益を得ているか否か，権利を回復するた
めの別の方法があるのか等から判断される49。
（二）　デュノー
（ア）時効の存在理由
デュノーによれば，時効は，無権利者に利益を与え，権利者の権利を喪失
させる制度である。時効制度がなければ，無権利者から所有権を善意で取得
した者・証拠を失った真の所有者・弁済の証拠を失った債務者は，権利者か
らの請求にさらされ続ける。時効制度は公益（bien public）を基礎として
おり，公益は個人（particuliers）の利益に優越する。公益は，権利行使に
期限を定めることを要求し，それ以降占有者を動揺させることや，余りに長
期間行使を怠っている権利を調査することを許さない（公益説）。それに，
無権利者に対する権利の行使を怠った権利者の懈怠は罰せられねばならない         
（懈怠罰説）。ただ，デュノーは，長期間占有を継続する者は所有者と推定さ
れ，長期間権利行使を怠っていた者は権利を放棄していると推定されうる（推
定説）とも述べる50。
（イ）時効期間の意味
デュノーによれば，30年の時効は全ての訴権を消滅させる。この時効は，
30年の間権利行使しなかった者の懈怠のみによって生じるものであり，一
見，良俗に反するようにも見える。しかし30年の時効には衡平性（équitable）
がある。それは，非常に長い期間
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（si long-tems），権利行使を怠っていた
者は懈怠罰として，権利を失ってもやむを得ないからである。また，そのよ
うな者は権利を放棄していると推定されうる51。
（ウ）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
デュノーは，相続人指定に関する記述の中で権利者が法律上の障害
（obstacle de droit）のために権利を行使できない場合に，法諺「訴えるこ
とのできない者に対して時効は進行しない」が適用されると述べ，時効の進
行が休止することを認める52。ただ，デュノーは，この法諺が相続人指定以
外にも適用されることを明言していない。しかし，時効の進行開始に関する
記述を見る限り，相続人指定の場合以外にも適用されると考えていたように
思われる。
すなわち，デュノーは，時効の進行開始に関する障害を，法律上の障害と
事実上の障害に分類する。そして，①婚姻中の女性には法律上の障害がある
から，この者に対する時効の進行が開始しないという53。時効の進行が開始
しない根拠について，特に言及していない。しかしながら，「法律上の障害」
のみが時効の進行の障害になることを認めていることからすれば，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用がその根拠にある
ものと推認できよう54。          
③条件・期限の設定された権利の場合には，訴権の発生した時から時効は
進行するというのが原則であるという55。フランス民法典制定前の判例と照
らし合わせれば，デュノーのいう原則は，法諺「発生していない訴権は時効
にかからない」のことであろうと思われる。
なお，進行開始の問題とは別に，既に「時効の停止」概念を認めていた点
に留意しなければならない。デュノーのいう時効の停止とは，時効の進行を
一時休止させ，停止事由の存続する期間を控除するものであるから，現在の
フランス法でいう時効の停止と同じものと見て良いであろう。ただ，ここで
いう時効の停止は，法律がその旨を明示している場合にしか認められない56。
そのため，⑥戦争・ペスト・その他の災害により訴えを提起できない場合で
も，時効の停止を認めることを明示的に規定した法律がなければ，時効は進
行を停止しない57。
（エ）原状回復手続
権利者が④不在の間に，または⑤権利の発生を知らない間に，消滅時効が
完成した場合に原状回復手続を認める実務や学説に対して，デュノーは批判
的である。それは，所有権の確実性や社会の平穏といった公益が権利者の個
人的利益に優越すると考えるからである58。
　
（三）　ポティエ
（ア）消滅時効の存在理由
ポティエは，消滅時効と取得時効を別個の制度と捉えているので，本稿で
は，主に消滅時効についての検討を行う。
ポティエによれば，消滅時効は訴訟不受理事由（fin de non-recevoir）で
あるという。一般に，債権に対する訴訟不受理事由は，債権者が自己の債権
を請求するため裁判で審理してもらうのを妨げる理由である59。
時効の存在理由として，①債権者が債務の弁済請求を著しく（considérable）         
遅らせることは通常起こりえないので，法律は債務が弁済されたものと推定
する（推定説）と，②法律によって一定期間が与えられ，訴え提起が可能で
あるにもかかわらず，その期間内に訴えを提起しなかった債権者の主張は聞
き入れるべきではなく，債権者の懈怠として罰せられる（懈怠罰説）がある
という60。
（イ）時効期間の意義
一般の債権の消滅時効の時効期間は30年とされている61。時効期間を30
年とする理由は明かでない。ただ，短期消滅時効は単なる弁済の推定にすぎ
ないが，30年の消滅時効は懈怠罰説をもその存在理由とする62。つまり，30
年という時効期間は懈怠罰の前提としての期間といえよう。
（ウ）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
ポティエによれば，債権者が訴えを提起できない場合には，時効は進行を
開始しない。それは，債権者は訴えを提起できなかった以上，訴え提起を遅
らせたといえないからである。このことを定めたものが，法諺「訴えること
のできない者に対して時効は進行しない」である。法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」は，①婚姻中の女性③条件・期限付きの
債権④債権者の不在の場合に適用される。ただし，不在については，不在者
が真に訴え提起不可能な場合にしか適用されない。それは，通常，不在者と
いえども管理者を選任して訴え提起することが可能だからである63。
なお，②未成年者・成人の精神障害者は保護者がいるので権利行使可能で
あるとし，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を適
用し得ない。ただ，これらの者を保護するのが法の一般規定なので，時効の
進行の休止が認められるとする64。         
（エ）原状回復手続
ポティエは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
が適用されるのであるから，④権利者が時効完成時に不在の場合でも，原状
回復手続を認める必要はないとする65。
（四）　小括
（１）時効の存在理由と時効期間の関係
ドマ・デュノー・ポティエは，消滅時効の存在理由を推定説のみならず，懈
怠罰説にも求める。推定説によれば，消滅時効は債務を弁済した債務者を保護
する制度として理解される。すなわち，ドマの述べるように，推定説は消滅時
効制度を衡平の観点から正当化するための存在理由であるといえる。しかし，
彼らは，債務者が債務を弁済していないことが証拠上明らかな場合でも，債務
者が消滅時効の利益を享受するのを認める。この場合，消滅時効制度の存在理
由は，推定説ではなく，公益説と懈怠罰説に求めるしかない。この場合において，
消滅時効は債務を弁済していない者を保護するものであるから，良俗に反する
制度にも見える。しかし，デュノーによれば，この場合，権利者は懈怠罰とし
て権利を失ってもやむを得ない者なのだから，消滅時効制度は衡平の観点から
正当化される。つまり，懈怠罰説は，推定説の妥当しない局面において，消滅
時効制度を衡平の観点から正当化するための存在理由であるということができ
る。
次に，懈怠罰説における長期の時効期間の必要性についてみる。ドマはこの
点明確でないが，デュノーとポティエは，一般の債権の消滅時効のための時効
期間を30年とする。特にデュノーは，非常に長い期間権利を行使しなかった
者に懈怠罰が与えられるのはやむを得ないという。そこでは，単なる権利行使
懈怠が，非常に長い期間の権利行使懈怠によって懈怠罰を受ける程度になると
考えているのであろう。つまり，非常に長い期間の時効期間は懈怠罰の欠くこ
とのできない基礎ということができよう。先に見たように，懈怠罰説は，衡平         
の観点から消滅時効制度を正当化しようとするものであった。それゆえ，長期
間の時効期間は，時効制度を衡平の観点から正当化するために欠くことのでき
ない基礎であるということができよう。
債権者の不在や不可抗力のような事実上の障害によって権利者が訴え提起で
きない場合，これらの者に対して時効が進行するのか，進行したとして原状回
復手続を許すのかという点について，デュノーとポティエは異なった見解に立
つ。デュノーは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
を事実上の障害に適用せず，時効の停止も法律上の明文がなければ認めず，債
権者が不在の場合の原状回復手続を認めない。それは，非常に長い
4 4 4 4 4
期間を時効
期間として定めたことによって，時効制度は衡平の観点から十分正当化できて
いると考えるからであろう。そして，個別的な事情を考慮して，時効期間を伸
張させることは，時効の存在理由の一つである公益説との関係上，許されない
と考えるのであろう。しかし，ポティエは，法諺「訴えることのできない者に
対して時効は進行しない」の適用範囲を特に制限していない。それゆえ，不可
抗力のために訴え提起できない場合に対して，この法諺が適用される可能性が
ある。ポティエは，時効の存在理由として公益説をあげていないので，個別的
な事案における訴え提起の可能性も考慮して，時効期間を伸張させることに制
限を受けないのであろう。
（２）時効の存在理由と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」の関係
ドマとデュノーは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな
い」と時効の存在理由を関連づけていなかった。しかし，ポティエは，時効の
存在理由から法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を説
明している。
ポティエは，懈怠罰説を次のように説明する。すなわち，法律によって時効
期間が与えられ，訴え提起が可能であったにもかかわらず，訴えを提起しなか         
った権利者は懈怠罰を受ける。つまり，懈怠罰説は権利者が訴え提起が可能な
状況にあることを前提とする。それゆえ，権利者が権利を行使不可能な状況に
ある場合には，懈怠罰の基礎を欠くので，時効の完成を認めることができない。
そのことを示すのが，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな
い」であると考えている。したがって，ポティエは，時効の存在理由から法諺
「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を演繹するものであり，
この点を初めて明確にした学説といえよう。
（３）「発生していない訴権は時効にかからない」・原状回復手続と「訴えるこ
　とのできない者に対して時効は進行しない」の関係
ドマは①婚姻中の女性の場合のみ，デュノーは法律上の障害がある場合にの
み，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用を認め
た。その一方で，デュノーは③条件・期限付きの権利に対して法諺「発生して
いない訴権は時効にかからない」の適用を，ドマは⑤不在の場合に原状回復手
続を認めた。
ポティエは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が，
時効の進行休止の共通の根拠とした。すなわち，③条件・期限付きの権利や⑤
不在に対しても，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
が適用されるとした。
「発生していない訴権は時効にかからない」・原状回復手続の適用された事案
に対しても，「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が適用さ
れるとすることで，債権者が訴え提起が困難な事案に対して適用される規範を
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」に一元化した点に
ポティエの見解の特徴があるといえよう。         
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（一）　時効の存在理由
ここでは，フランス民法典の立法担当者であったビゴ・プレアムヌーによ
る立法趣旨説明を中心に検討する。彼は，取得時効を中心に時効の存在理由
について説明する。所有権の帰属が争われる場合，権原証書を有する者は権
原証書から生じる推定を援用して所有権を主張し，占有者は占有から生じる
推定を援用して所有権を主張する。理性（raison）と衡平（équité）の認め
る唯一の判断方法は，権原証書から生じる推定で揺り動かすことのできない
程に十分な力を占有が得た場合に限って，占有から生じる推定を認めること
である。その際，法律は自ら権原証書を持つ者は，時効に委ねた物を失い，
元に戻し，または譲渡することを欲したと推定することができる（推定説）。
ただ，ビゴ・プレアムヌーは，無権利者が時効の利益を受けることも認め
る。この場合，個人の利益は社会秩序の維持という公益に道を譲らなければ
ならない（公益説）とされる。また，権利者は権利行使を懈怠したとして権
利を失う（懈怠罰説）こととなる66。
（二）　時効期間
時効期間の確定においては，衡平の観点から，所有権を危険にさらすこと
が最も少ないような規則を計算して，時効の期間を定めなければならない67。
ビゴ・プレアムヌーは，債権の消滅時効の時効期間を30年とする。それは，
30年という最も長い時効期間こそが，債務が弁済されたことを推定させ，
債権者の権利行使の懈怠を想起させるからである68。
（三）　時効の停止
デュノーによって主張された「時効の停止」が規定された。ただ，その根拠
は法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」であるとされた。
ビゴ・プレアムヌーは，時効の停止の根拠について，未成年者・被後見人を例         
にとって説明を行う。消滅時効によって債務者が有効な弁済をおこなわれたと
推定される。だが，未成年者や被後見人の後見人は権利の帰属を知らないこと
が多い。また，これらの者は時効の対象となる権利につき訴え提起できない者
と推定される。それゆえ，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」に基づいて，時効の進行が停止する。
しかし，ビゴ・プレアムヌーは，時効の停止は法律の規定によって定められ
た場合に例外的に認められるものにすぎないという69。この点についても，デ
ュノーの影響が伺われる。
（四）　小括
フランス民法典の立法担当者は，法諺「訴えることのできない者に対して時
効は進行しない」を時効の停止の根拠とし，この法諺と時効の停止を関連づけ
る。ここに，立法担当者の独自性がある。しかし，時効期間の説明，時効の停
止を限定列挙とするという点については，デュノーの影響が認められる。デュ
ノーは，非常に長い時効期間とそれに基づく懈怠罰によって消滅時効制度が衡
平の観点から正当化されているとし，公益説との関係から時効の停止を限定的
にしか認めない。フランス民法典の立法担当者も，デュノーと同様に，30年
という時効期間によって，消滅時効が衡平の観点から正当化できているものと
考え，時効の停止を限定列挙にしたのであろう。
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破毀院は，19世紀初頭から，フランス民法典の定める時効の停止事由以外
の事由が存在する場合でも，時効の進行が一時休止する余地を認めていた。す
なわち，「法律，約定または不可抗力から生じる何らかの障害のために，訴え
を提起できない者に対して，時効は進行しない」（Cass.civ. 1re. 4 févr 1986,
Bull. civ., I, no16）。
多くの学説は，この確立した判例を法諺「訴えることのできない者に対して         
時効は進行しない」の適用の結果であると理解する。しかし，民法典に定めの
ない事由による時効の進行休止を認めた判例のほとんどは，法諺「訴えること
のできない者に対して時効は進行しない」に言及していない。また，カルボニ
エは，それらの判例では，フランス民法典制定前の実務や学説で認められてい
た諸法理，すなわち法諺「発生していない訴権に対して時効は進行しない」や
原状回復手続が適用されているという70。
そこで，多数説にしたがって，障害の原因（法律・約定・不可抗力）に基づ
いて判例の分類をした上で，これらの判例における法諺「訴えることのできな
い者に対して時効は進行しない」の適用の有無を明らかにしていきたい（なお，
判例を紹介する際には，判決年月日・掲載誌の次に，事件で問題となった消滅
時効の法源と時効期間について明記する）。
以下で見る判例は，「時効の停止」という文言を用いることなく，時効の進
行が一時休止することを認めるものも多い。そこで，判例の表現を正確に反映
するために，判例が「時効の停止」を明確に用いていない限り，「時効の進行
休止」という文言を用いることとする。
なお，フランスの判例では，債務者にフロードがある場合71や故意の非行が
ある場合72において，時効の援用が否定されている。しかし，フロード概念や
故意の非行概念についても十分な検討を行う必要があると考えるので，今回は
検討対象から除外した。
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（１）訴権が法律上発生していないために，訴え提起ができない場合73
Cass. req., 21 mai 1900, S., 1902, 1, p. 133.（民法典第2262条　30年）　A
は準禁治産者Hに対して，保佐人の同意なしに金銭を貸し渡した。Hは，同
意の不存在を根拠に消費貸借契約の無効を主張した。そこで，Aは消費貸借
契約の無効を理由とした金員の償還を請求した。しかし，Hは償還請求訴権
の消滅時効を主張した。原審はＡの償還請求を認容した。Hより上告。上告         
棄却。
破毀院は，無効の確定しない限りAとHの消費貸借契約が有効であり，無
効に基づく償還が認められた時点からしか，債権者は金銭の返還請求訴権を
行使し得ないのだから，時効が進行を開始するのは無効に基づく償還が認め
られた時点であるとした。
（２）債権は発生しているが，法律上訴え提起ができない場合74
Cass. civ., 1re 5 déc 1978, Bull. civ., no377.（民法典第2277条　５年）　A
が死亡し，Aの相続人はXとYであった。Aの生前，YはAから土地を賃借
していた（賃料は不明である）。Aの相続財産の分割の際に，Aに対するY
の賃料債務のうち，相続開始までに期限が到来しかつ未払いの賃料債務の持
戻しを，XはYに対して主張した75。Yは消滅時効の抗弁を主張した。原審
はXの主張を認容した。Yより上告。上告棄却。
破毀院は，債務の持戻しは遺産分割作業の一環であり，遺産共有の期間中，
債務の即時の履行可能性（exigible）がないのだから，遺産分割作業の終了
する前に時効が完成することはないとした。
（３）小括
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」でいう「訴え」
について，多数説は「時効中断のための訴え」であると理解する76。この点
で問題となるのが，即時の履行可能性（exigible）がないために現実の給付
の訴えを提起できない場合である。例えば，履行期限の設定された債権は，
契約成立と同時に発生するものの，期限到来まで即時の履行可能性がないの
で現実の給付の訴えを提起できない77。停止条件つきの債権も，条件成就ま
で債権が発生せず，条件成就まで債権に即時の履行可能性がないので債権者
は現実の給付の訴えを提起できない78。ただ，債権者は，期限の到来・条件
成就まで保存行為として，時効中断のための訴え
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を提起することが可能であ         
る（フランス民法典1180条）79。つまり，履行期限・停止条件の設定された
債権者は，時効中断のための訴え
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の提起が可能
4 4
であるが，ただ即時の履行可
能性がないために，現実の給付の訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
が不可能
4 4 4
なのである。デュノーは，期
限到来・条件成就まで時効が進行しない根拠を，法諺「訴えることのできな
い者に対して時効は進行しない」ではなく，法諺「発生していない権利は時
効にかからない」に求めていた。そこでは，債権者が提起できない「訴え」
の種類によって，適用される法諺が異なることが意識されていた。すなわち，
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が適用されるの
は時効中断のための訴え
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を提起できない者のみであり，現実の給付の訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
を
提起できない者に対しては法諺「発生していない権利は時効にかからない」
が適用される。
先に見た（１）は，訴権が法律上発生していない事件であり，（２）は，
債権が発生しているものの，遺産分割終了まで債務の履行を請求しえない事
件である。（１）は条件の設定された債権，（２）は期限の設定された債権と
同じ状況であり，両事件とも債権者は即時の履行可能性がないために現実の
給付の訴えをできない状況にある。それゆえ，（１）（２）事件には，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」ではなく，法諺「発生し
ていない権利は時効にかからない」が適用されたと見るべきであろう80。
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　（１）債務残額が最終的に確認されるまで債務の履行を猶予する合意
Cass. req., 28 nov 1865, D., 1867, 1, p. 224.（商法典旧第433条　１年）　
アメリカ合衆国沖で，1858年５月５日，運搬船甲が座礁した。甲の船主G
は乗組員に給与債権の一部を弁済した。Gは，乗組員の給与残額について，
船長がフランスに帰国後，船長の有する給与前払い帳簿を確認した上で最終
的な計算を行うことを，乗組員を代理した海事局に申し出て，その旨の合意
を締結した。1863年１月15日，海事局はGに対して給料の支払請求の訴え         
を提起し，Gが消滅時効の抗弁を主張した。第一審は，海事局の請求を認容
した。すなわち，Gが給料債権額を明らかにするための期間の猶予の合意は，
Gの側からの請求に基づくものであり，Gの利益を守るためのものだから，
Gは猶予の請求によって時効の利益を放棄している。原審は，Gの控訴を棄
却した。Gより上告。上告棄却。
破毀院は，Gの側からの請求に基づくものであり，かつGの利益を守るた
めに，船長の帰国まで債務の履行を猶予するようにGが要求し，海事局との
間で締結したその旨の合意に，時効の進行の停止の意思が黙示的に表示され
ているとした。
（２）診療報酬債権81
判例は，継続的な診療行為が行われる場合，その診療行為の一体性から，
一連の検診が終了した時点を診療報酬債権の時効の起算点とする82。ただ，
その診療行為が別個の診療行為と判断される場合は，この限りでない。
Cass. civ., 20 oct 1936, D., 1936, 1, p. 538.（民法典第2272条４項　２年）
　医師Vは患者Eの相続人Gに対して，診療報酬の支払を請求し，Gは時効
の抗弁を主張した。原審はVの請求を認容した。Gより上告。
破毀院は，次の理由から原審を破棄した。唯一かつ同一の治療行為中に発
生した様々な診療報酬に関する債権は，治療行為の終了にむけた一つの債権
であるから，その債権の消滅時効の起算点は診療行為の終了時である。しか
しながら，患者の受診した診療行為に時間的間隔があり，異なった診療行為
とみうる場合は，この限りでない。原審は，患者に関する中断なき治療があ
ったことだけでなく，治療期間が間隔で分割されていることも，何も示して
いない。
（３）小括
（１）の事件については，当事者間で弁済猶予の合意によって新たな弁済         
期が設定されたと理解できよう83。この理解によれば，弁済猶予の合意によ
って乗組員の給料債権は期限付債権となり，債権は即時の履行可能性を失う
のであるから，本事案は法律の規定から生じる障害のある事案と同様のもの
といえる。すなわち，法諺「発生していない訴権は時効にかからない」が適
用された事案といえよう。
（２）の事件では，原則として，同一の治療行為中に発生した診療報酬債
権の消滅時効の起算点は診療行為の終了時であるとしている。破毀院は，そ
う解する理由を明確にしていない。ただ，下級審判決であるが，Chambery
28 fevr 1873, D., 1873, 2, p. 153.は，起算点をこのように解することが，医
療行為の行われた地域の慣習や礼儀作法（convenances）に合致するという。
フランス民法典は，契約の解釈において，曖昧なものは，契約が締結される
地方において慣習とされているところにしたがう（民法典第1159条）とし
ている。同一の診療行為が行われている間，診療報酬債権を行使し得ないと
いうのがその地域の慣習であれば，その診療契約は，同一の診療行為の終了
時を期限とした契約と解せられる。その場合，診療報酬債権には，法律の規
定から生じる障害がある事案と同様に，法諺「発生していない訴権は時効に
かからない」が適用されると考えられる。しかし，契約の締結された地域に
おける慣習がない場合であっても，医師の礼儀作法として，医師が同一の治
療行為中に患者に対する訴えの提起をしえないこともあろう。その場合，診
療報酬の支払いを請求することが礼儀作法に反するという心理的要因ゆえに
訴えを提起できなかったと解せられる84。
つまり，約定から生じる障害に関する事件には，契約の解釈から，期限の
設定がなされたといえる事件と債権者が心理的要因のために訴え提起ができ
なかった事件があるといえよう。         
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フランス判例では，「法律，約定または不可抗力
4 4 4 4
から生じる何らかの障害の
ために，訴えを提起できない者に対して，時効は進行しない」として，法律・
約定以外に「不可抗力」によって時効が進行しないことを認める。
まず，時効の進行休止に関する「不可抗力」と，民事責任における「不可抗力」
の意味の異同について検討しなければならない。民事責任における不可抗力の
要件は「外在性（extérieur）」，「予見不能（impévisible）」，「不可避（irrésistible）」
である85。外在性とは，債務の障害たる事実が債務者の外部に存することであ
る。判例上，法律・約定以外の事由によって時効の進行の一時休止が認められ
た事件としては，（ア）戦争，（イ）債権者の病気，（ウ）権利の発生を知らな
かった，（エ）交渉を行っていたために，権利者が訴えの提起をできなかった
事件がある。このうち，（ア）は，民事責任における不可抗力の要件を満たす
であろう。また，フランスの学説・判例は，病気も外在的なものであるとして，
民事責任における不可抗力に該当するとしている86。それゆえ，（イ）も，民
事責任における不可抗力の要件を満たす。しかし，（ウ）（エ）は権利者の主観
的な事情であって，外在性要件を欠くのだから，民事責任における不可抗力た
りえない。したがって，「法律，約定または不可抗力
4 4 4 4
から生じる何らかの障害
のために，訴えを提起できない者に対して，時効は進行しない」でいう不可抗
4 4 4
力
4
は，民事責任における不可抗力と同じ意味ではなく，法律・約定以外の事実
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
上の障害
4 4 4 4
を意味するにすぎないといえよう。
そこで，以下では，「不可抗力のために訴え提起ができなかった事件」では
なく，「事実上の障害
4 4 4 4 4 4
のために訴え提起ができなかった事件」ということにする。
なお，事実上の障害は，障害が権利者に外在するか否かによって分類可能であ
る。そこで，判例で問題となった事実上の障害のうち，民事責任上の不可抗力
の要件を満たすものを客観的障害，そうでないものを主観的障害と分類して検
討を進めていくこととする。          
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（一）戦争等
エジプト・フランス間の戦争のために訴えの提起が遅れた場合（Cass. req.,
9 avr 1818, S., 1819, 1, p. 462.（商法典旧第189条，５年）），戒厳令のために訴
えの提起が遅れた場合（Cass. req., 5 août 1817, S., 1818, 1, p. 358.（商法典旧
第189条，５年））に時効の進行休止が認められた87。
（二）権利者の病気
破毀院は，当初，30年の消滅時効（遺言無効訴権の消滅時効）が問題にな
った事件において，時効の進行休止を認めなかった（Cass. req., 31 déc 1866,
S., 1867, 1, p. 153.）。
しかし，その後，短期消滅時効の成否が問題となった事件において，破毀院
は債権者が精神上の病気を負っていることを理由に時効の進行休止を認めた。
Cass. civ. 2e 10 févr. 1966, D., 1967, 1, p. 315 note PREVAULT.（1945年10
月19日のオルドナンス第53条　医師による障害の確認時から12 ヶ月）　Mは，
精神上の病気のために，1946年７月17日から入院を余儀なくされた。Mの財
産の管理者は，1959年９月10日に社会保障金庫に対して障害年金の支払いを
請求し，社会保障金庫は消滅時効88の抗弁を主張した。原審はMの請求を認
容した。社会保険金庫より上告。上告棄却。
破毀院は，次の理由から，権利行使が絶対的に不可能な者に対して時効が進
行しないとして，進行の休止を認めた。Ｍは社会保障法上の権利を行使できる
精神状態になく，Mが自身に社会保険者たる資格があると初めて確信したの
は1959年９月である。そして，Mの提出した資料は，社会保障法上の権利を
行使できる能力がなかったことを証明している89。         
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（一）不在
債権者が不在のために訴え提起ができない事件は，不在のために権利者が
権利の発生を知らない事件とも重なる（例えば，次の（二）のCass. civ., 25
juin 1935, S., 1936, 1, p. 366.（保険約款上の消滅時効　６ヶ月）は，債権者が
不在のため，権利の発生を知らなかった事件である）。ここでは，不在による
時効の進行休止が問題となった事件のみを取り上げることとする。
Cass. req., 19 juill 1869, D., 1870, 1, p. 75.（民法典第2277条　５年）
Fが不在のため，Fの推定相続人Xが不在宣告と仮の占有認許を申し立てる
とともに，Bに対する債権とその利息の支払いを請求した。Bは利息について
2277条に基づく消滅時効の抗弁を主張した。原審は「不在者は住所を離れる
際に財産管理人を選任すべきであった。」として時効の抗弁を認めた。Xより
上告。上告棄却。
破毀院は，法律が不在を時効の停止原因に挙げてない以上，時効は不在者に
対しても進行するとした。
（二）権利者が権利の発生を知らなかった事件
まず，30年の消滅時効の成否が問題となった事件をみることとする。破毀
院は，権利者が単に権利の発生を知らなかったことだけでは，時効の進行休止
が認められないとする。
Cass. req., 11 juin 1918, S., 1922, 1, p. 217.（民法典第2262条　30年）　1822
年，CはTに対して「遺贈後30年間他人に譲渡しない」負担付で本件土地を与
える遺言を作成し，1830年８月４日に死亡した。しかし，Tは，遺贈から30
年が経過する前に，本件土地をHに譲渡した。1911年８月３日，Cの相続人F
はHに対して負担の不履行に基づく遺贈の撤回と本件土地の返還を請求し，H
が30年の消滅時効90の抗弁を主張した。原審は時効の抗弁を認め，Fの請求を
棄却した。Fより上告。上告棄却。         
負担不履行について知らないことが絶対的不可能に相当するので時効を認め
るべきでないというFの主張に対して，破毀院は，Fの証明したところの事実
によれば，Fの不知が権利行使の絶対的不可能に相当するとはいえないとした。
その後，相続承認権の消滅時効が問題となった事件（Cass. req., 27 janv
1941, S., 1941, 1, p. 7.）では，権利者がその権利の発生を知らない正当な理由
を有する場合しか消滅時効の進行が妨げられないとされた。以上より，30年
の消滅時効において時効の進行の休止が認められるためには，権利者が権利の
発生を単に知らないだけでは足りず，権利の発生を知らないことに何らかの正
当性が要求されていると見ることができよう。
この正当性の要求は，短期消滅時効の成否が問題となった事件においても同
様であるように思われる。
Cass. civ., 25 juin 1935, S., 1936, 1, p. 366.（保険約款上の時効　６ヶ月）　
1914年，Bは夫と別居した。1923年10月１日，Bの夫はE保険会社と生命保
険契約を締結した。その約款上，生命保険金債権は保険事故から６ヶ月の消滅
時効にかかるとしていた。1924年１月31日，Bの夫が事故死した。1929年２
月４日になって初めて夫の死亡を知ったBは，同年２月22日，Eに対して保
険金の支払いを請求し，Eは時効の抗弁を主張した。原審は消滅時効の抗弁を
認め，Bの請求を棄却した。Bより上告，上告棄却。　
破毀院は，本件において妻が保険金債権の発生を認識できなかったのは妻か
らの自発的な別居が原因であり，その別居の正当性について何らの証明もない
として，時効の完成を認めた。
本件判例も，時効の進行を休止させるには単なる不知で足りず，不知に正当
性を要求しているものといえよう。なお，正当性の判断において，不知の原因
事実である別居の正当性を問題としており，権利行使の可能性のみを問題にし
ていない点に注意が必要である。
権利者が権利の発生を知らなかった事件において時効の進行の休止を認めた
ものとしては，次のような事件がある。         
Cass. civ. 1re. 13 nov 1991, Bull. civ., I, no 307.（保険法典L114－1条　２年）
　V夫妻の夫の運転する自動車とF夫妻の夫の運転する自動車が衝突した。こ
の衝突事故により，Vの夫とFの夫が死亡し，同乗していたV・Fは負傷した。
M保険会社はV夫妻と保険契約を締結しており，その契約には「訴訟監督条
項（clause de direction du procès）」があった。衝突事故に関する民事責任に
ついて，1977年６月22日のポワティエ控訴院は，Vの夫・Fの夫の損害につき，
それぞれ２分の１の減責を認め，V・F固有の損害についても同じ割合の減責
をした。Fは，夫の減責をF個人の損害に適用すべきではないとして上告した。
Mは，訴訟指導条項にしたがってV名義の上告が可能であったが，これをしな
かった。破毀院はFの上告を認容し，原審を破棄した。VはFの差戻審において，
自らも原審破棄の利益を享受できると主張したが認められなかった。そこで，
Vより上告したが，1983年４月14日，破毀院はVの上告を棄却した。1984年
12月26日，Mが「訴訟監督条項」に基づいてVの名義で上告しなかったこと
は債務不履行にあたるとして，VはMに対して債務不履行に基づく損害賠償
を請求した。Mは消滅時効の抗弁を主張した。原審はＶの請求を認容した。M
より上告。上告棄却。
破毀院は，次のように述べる。1977年のポワティエ控訴院判決が，先例に
反するのが明白であるにもかかわらず91，上告しなかったのであるから，Mに
はフォートがある。このフォートから生ずる損害は，1983年４月14日の破毀
院判決の日において，被保険者にとって初めて完成した。保険契約上の「訴訟
監督条項」違反に基づく保険者に対する民事責任訴権の消滅時効の起算点は，
被保険者が保険者の義務違反を認識した時点，すなわち債務不履行によって被
保険者に生じた損害を認識した時点である。
本件の債権者は，保険会社の義務違反による損害の発生を知らなかった。そ
の原因は，債権者が減責に関する先例を知らなかったことにある。法律に疎い
者からすれば，先例を認識することは相当困難であるといえよう。それゆえ，
本件も，債権者が権利の発生を知らなかった原因に正当性を考慮して，時効の         
進行の一時休止を認めた判決と理解することが許されるだろう。
したがって，30年の消滅時効や短期消滅時効にかかわらず，単に権利の発
生を知らないだけではなく，その原因に正当性がある場合にのみ，時効の進行
が休止するとされているといえよう。
（三）債権者と債務者の間で交渉が行われている場合
債務不履行後に，債権者と債務者間で交渉が行われた事件において，交渉期
間中の時効の進行の休止が問題となった。判例は，時効の進行の休止を肯定す
るものと否定するものに分かれる。
時効の進行の休止を認めた判例を見てみると，破毀院は，単なる交渉の存在
だけでなく，債務者の何らかの行動が時効の進行休止を債権者に信用させたこ
とを重視しているように思われる92。
Cass. req., 17 nov 1913, S., 1914, 1, p. 149.（商法典旧第435条　１ヶ月）　G
は，アメリカからオーク材約40万枚をフランスに運搬する契約をRと締結し
た。1910年５月28日，Gがフランスに到着した船荷を検査したところ，オー
ク材約２万枚の不足が明らかとなった。GとRの間で交渉が行われ，アメリカ
から書類を取り寄せた後にRの債務不履行につき最終的な計算を行うこととし
た。同年６月20日に書類がG等のもとに到着したので，同年７月11日にGは
Rに対してオーク材不足分相当額の支払いを請求し，Rは消滅時効の抗弁を主
張した。原審はGの請求を認容した。Rより上告。上告棄却。
破毀院は，時効の効果を停止させることに同意したと，RがGに信用させた
のだから，消滅時効の期間が交渉の終結時からしか進行しないとした。
交渉による時効の進行休止を認めなかった判例はいくつか存在する93。次の
Cass. civ. 1re., 14 févr 1989, Bull. civ., I, no 76.は時効の進行が休止しない理由
に言及しているので，ここで検討する。
Cass. civ. 1re., 14 févr 1989, Bull. civ., I, no 76.（保険法典L114－１条　２年）
　PはG保険会社ならびにF保険会社と疾病・傷害保険契約を締結していた。         
Pは1979年に疾病を患い，身体上の障害の発生を認識した。Pは，Gに対して
1979年６月26日と1980年９月19日に書留郵便にて保険金の支払いを手紙で催
告した。Fに対しても，1981年８月24日から1983年２月２日にかけて手紙で
交渉を行った。1984年７月30日，PはG・Fに対して保険金の支払の訴えを提
起し，G・Fは消滅時効の抗弁を主張した。原審は時効の抗弁を認めた。Pよ
り上告。上告棄却。
破毀院は，両当事者間で交換された手紙の検討を通じて控訴院が確認してい
るとおり，保険者が被保険者に対して自分が時効を利用することを放棄すると
信用させていないのであるから，保険者と被保険者の間の交渉によって消滅時
効の進行は停止しないとした。
以上，判例は，単なる交渉の有無だけに着目しているわけではなく，債務者
が債権者に対して消滅時効を援用しないものと信用させて，訴え提起を思いと
どまらせた場合にのみ，交渉を理由とした時効の進行の休止を認めているもの
といえよう。
྾䇭ᬌ⸛
ここでは，カルボニエの見解94に依拠しつつ，上記の判例に対して検討を行
うこととする。
䋱䇭ᴺᓞ䈱ⷙቯ䈎䉌↢䈛䉎㓚ኂ
法律から生じる障害のために訴え
4 4
提起ができない事件とは，即時の履行可能
性がないために，債権者が現実の給付の訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
を提起できない事件であった。そ
れゆえ，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」ではなく，
法諺「発生していない訴権は時効にかからない」が適用されているといえよう。
既にみたように，デュノーによれば，条件の設定された権利に対しては法諺「発
生していない訴権は時効にかからない」の方が適用されると考えていた。した
がって，法律・約定のために現実の給付の訴えができなかった事件に関する判
例は，フランス民法典制定前の見解を現代によみがえらせるものといえよう95。           
䋲䇭ᴺᓞ 䊶⚂ቯએᄖ䈱੐ታ਄䈱㓚ኂ
事実上の障害によって訴え提起できない事件において，法諺「訴えることの
できない者に対して時効は進行しない」が適用されているかというと，単純に
そうともいえないように思われる。
事実上の障害のために訴え提起ができなかった事件において，権利行使可能
性の存否から単純に時効の進行休止を認めるのではなく，障害の原因の正当性
や，債権者・債務者の態度を総合的に考慮したうえで，時効の進行休止の是非
が決定されているように思われる。このような考慮は，主観的障害がある場合
において特に明白である。すなわち，債権者が権利の発生を知らない場合につ
いて，債権者が権利の発生を知らないだけでは足りず，知らなかった原因の正
当性が必要とされていた。また，債権者と債務者の間で交渉が行われている場
合でも，債務者が債権者に対して消滅時効を援用しないものと信用させて，訴
え提起を思いとどまらせることが必要とされていた。他方，客観的障害がある
場合では，債権者や債務者の態度に言及することなく，客観的障害の存在のみ
から時効の進行休止が認められることが多い。それは，客観的障害は民事責任
上の不可抗力に等しいものであって，その障害の発生原因につき債権者・債務
者いずれの帰責性もないからではなかろうか。
障害の原因の正当性や債権者・債務者の態度を総合的に判断する判例の態度
は，その法的効果が異なるものの，フランス民法典制定前の原状回復手続を想
起させる。ドマは，債権者の状況から権利を回復することが衡平にかなうと判
断される場合に原状回復手続を認めていた。事実上の障害に関する判例におい
てもまた，フランス民法典制定前の権利者救済方法であった原状回復手続を時
効制度の枠組，すなわち進行の一時休止という形式で復活させるものといえよう96。
䋳䇭⚂ቯ䈎䉌↢䈛䉎㓚ኂ
約定から生じる障害は，先の２つの障害に還元しうる。一つは，約定の解釈
から，約定によって期限が設定されたといえる場合である。もう一つは，約定           
の解釈からそのように考えることができない場合である。その場合，権利者に
よる訴え提起が心理的な理由から抑制されている。前者の場合には，法律から
生じる障害のために訴え提起ができない場合と同様に，後者の場合には，事実
上の障害のために訴え提起できない場合と同様に考えるべきものと思われる。
診療報酬債権において，医師が権利行使できない原因は，同一の治療行為が終
了するまで報酬を請求しないという医師の礼儀作法にあった。患者は，特に入
院診療のように，同一の治療行為が継続する場合，その終了まで請求を受けな
いと考えている。すなわち，その終了時まで医師の権利不行使を認容している。
医師も，継続的に同一の治療行為を行う場合，診療行為が一体をなすと通常考
えるであろうから，検診毎に報酬を請求することは精神的に困難であるといえ
よう。したがって，原則として，同一の治療行為が終了するまで診療報酬債権
を行使できない原因である医師の礼儀作法には正当性があるといえよう。ただ，
本稿で見た破毀院判例のいうように，治療行為に時間的間隔があり，異なった
診療行為と見うる場合は，治療行為の継続性が失われるのであるから，診療報
酬債権を行使できない理由が失われることとなろう。
䋴䇭ዊ᜝
フランス民法典制定前，法諺「発生していない訴権は時効にかからない」や
時効完成からの原状回復手続は，法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」と別個の法理であった。しかし，ポティエは，これらのうち，
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」のみを認めた。フ
ランス民法典は，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
を時効の停止の根拠とした。
判例の検討から，カルボニエの主張どおり，法律・約定から生じる障害や事
実上の障害による時効進行の休止を認める判例は，法諺「発生していない訴権
は時効にかからない」や衡平上の原状回復手続を時効制度の枠組の中で復活さ
せるものといえる。            
このような復活が必要とされる背景は何であろうか。時効の進行休止を認め
た判例の多くは，短期消滅時効に関するものであった97。30年という長期の時
効期間によって時効制度を衡平の観点から正当化し，時効の停止事由を限定列
挙とするというのが，民法典立法担当者の構想であった。しかし，短期消滅時
効では，時効期間が短縮されるにもかかわらず，民法典の定める時効の停止が
適用される。破毀院が法諺「発生していない訴権は時効にかからない」や原状
回復続を時効制度の枠組の中で復活させたのは，立法担当者の構想の挫折に対
処するためではなかろうか。
           
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